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令和９年度税制改正要望を決定 
 

一般社団法人 信託協会（会長 笹田 賢一）では、「令和９年度税制改正に関

する要望」を決定いたしましたので、お知らせいたします。 

主要要望項目は、以下のとおりです。 

１．株式の信託を利用した事業承継について、非上場株式等に係る相続税・贈与

税の納税猶予制度の適用対象とすること。 

２．株式報酬制度の選択肢拡充の観点から、信託を活用した株式給付制度に係る

所要の税制上の措置を講じること。 

３．企業年金および確定拠出年金の積立金に係る特別法人税を撤廃すること。 

また、特別法人税の撤廃に至るまで、課税停止措置期限（令和 11 年３月末）

を延長すること。 

４．確定拠出年金における拠出限度額について、環境変化を踏まえその考え方を

整理し、引き上げを行うこと。加えて、確定拠出年金制度の非課税枠につい

て、自助努力で資産を形成するため、生涯にわたって有効に活用できるよう

な措置を講じること。なお、拠出限度額の検討にあたっては、拠出時・運用

時・給付時の課税のあり方の見直しの中で、企業年金制度間、および企業年

金と個人年金の相違点や現状担う役割・位置付け等が多様であることも十分

踏まえ、一律に捉えることなく、また、既存制度との連続性および利用者等

の利便性も考慮の上、有識者や制度実施者、加入者等を含めた関係者と共に

私的年金の普及に資する議論を引き続き丁寧に行うこと。 

５．結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度について 

恒久化すること。少なくとも適用期限（令和９年３月末）を延長すること。

また、本制度のさらなる活用に資する所要の税制上の措置を講じること。 
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令和９年度税制改正に関する要望 

一般社団法人 信託協会 

 

日本経済は、高水準の企業収益を背景に、設備投資の増加や賃上げが続くなど、

前向きな動きが強まっています。戦略分野への成長投資の促進、資金の好循環を

創出することにより、「強い経済」の実現を掲げる政府のもとで、中長期的に 

日本の産業競争力が高まり、国内の投資や消費の活性化につながることが期待 

されます。 

また、大相続時代を迎え、我が国を支える数多くのファミリー企業を中心と 

する中堅・中小企業の円滑な事業承継は、我々が取り組むべき重要な社会課題の

ひとつとなっています。 

私ども信託業界は、委託者から託された大切な財産を受益者のために管理、 

運用するという信託の仕組みを礎としつつ、お客さまニーズの実現や社会課題の

解決を図り、商品やサービスを進化させて参りました。令和８年３月時点の信託

財産総額は1,994兆円に達し、信託制度はわが国の社会・経済の重要なインフラ

を担い、今なお発展を続けています。 

これまでも、多様なニーズに応えるべく、年金制度などの資産管理・運用、 

事業承継等を支援する商品やサービスの提供など、積極的な取り組みを行って 

参りました。今後も、「強い経済」の実現に向けて、インベストメントチェーン

における役割を果たすとともに、事業承継をはじめとする資産の円滑な世代間 

移転への貢献が必要であると考えております。 

かかる認識のもと、来年度の税制改正に向けて、要望をとりまとめましたので、

格別のご高配を賜りますようお願い申し上げます。  
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１．事業承継における信託の活用等 

中小企業は、雇用の確保、地域経済の維持、サプライチェーンの安定等を通じ、

わが国の経済を支える重要な存在である。一方で、経営者の高齢化や後継者不足

が進む中、物価高騰、人手不足、賃上げ対応、金利環境の変化等を背景に不透明

な状況が続いている。加えて、経営者の高齢化に伴い、認知症等による判断能力

低下や急逝により、円滑な事業承継に支障が生じる可能性も高まっている。経営

者による事業承継の検討・準備が先送りされれば、経営者本人の意思に基づく承

継設計が困難となり、経営空白や株式分散を招きかねない。 

令和８年７月に公表された「日本成長戦略」においても、「経営者交代や経営

資源の集約等による経営改革を通じて成長を実現するために、M&A・事業承継、

成長型再生を促進する事業環境整備を行う」旨記載されているところであり、経

営権を次世代へ円滑に承継し、事業の継続と成長投資につなげることは、地域経

済・雇用の維持のみならず、わが国経済の持続的成長にとって不可欠である。 

 事業承継時の税負担を軽減し、円滑な事業承継を促進するため、平成 21年度税

制改正において、非上場株式等に係る相続税および贈与税の納税猶予制度（いわ

ゆる「一般措置」）が創設され、平成 30 年度税制改正では、抜本的な拡充（いわ

ゆる「特例措置」）が図られた。しかしながら、現行制度上、株式の信託を利用

した事業承継は、一般措置、特例措置ともに適用対象とはされていない。 

信託は、信託契約の定め方により柔軟な設計が可能であり、自社株式の分散を

防止しつつ、後継者への承継時期や議決権行使のあり方をあらかじめ定めること

ができる。これにより、贈与・相続等のみでは対応しにくい、先代経営者の判断

能力低下に伴う経営の空白に備えた承継を含む多様な事業承継ニーズに対応する

Ⅰ.主要要望項目 

株式の信託を利用した事業承継について、非上場株式等に 

係る相続税・贈与税の納税猶予制度の適用対象とすること。 
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ことが可能となる。また、後継者が財産権と経営権を実質的に一体として承継す

る信託については、承継後の権利関係に着目すれば、通常の相続・贈与による承

継と実質的に同様の状態を実現するものと評価し得る。 

以上のことから、株式の信託を利用した事業承継についても、少なくとも財産

権と経営権が実質的に一体として後継者に承継される信託については、非上場株

式等に係る相続税および贈与税の納税猶予制度の適用対象とすることとされたい。 

なお、国税庁において「取引相場のない株式の評価に関する有識者会議」が開

催され、取引相場のない株式の相続税評価のあり方が議論されている。取引相場

のない株式の相続税評価の見直しは、非上場株式等に係る相続税および贈与税の

納税猶予制度である事業承継税制に影響を及ぼすものであり、また、見直しの内

容によっては、幅広い企業の事業承継に大きな影響を与え得ることから、評価制

度の公平性や見直し後の影響に十分配慮の上、慎重かつ丁寧な検討をお願いした

い。 

 

〔事業承継信託の仕組み〕 

 

  

株式の相続・贈与による事業承継 株式の信託を利用した事業承継

経営者
（委託者）

みなし遺贈
みなし贈与 後継者

（受益者※）

※ 後継者が帰属権利者となり、残余財産として
株式が交付されるスキームもある。

受託者

株式の信託

事業承継

非上場会社

株式

株式

受益権

事業承継税制
の適用不可

経営者
（被相続人）

株式の相続・
遺贈・贈与 後継者

（相続人）

事業承継

非上場会社

株式

事業承継税制
の適用可

株式
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２．スタートアップ企業の支援に資する株式報酬制度（税制適格

ESOP（仮称））の創設 

 株式報酬制度は、役職員と株主との利害共有を促し、役職員の企業価値向上へ

の意識を高めることに資する制度である。また、企業の持続的成長と従業員への

適切な分配を結びつける仕組みとして、企業の成長促進や人材確保の観点からも

重要な意義を有する。こうした点を踏まえれば、株式報酬制度は、安定株主の醸

成や中長期的な企業価値向上にも資するものと考えられ、令和８年７月に公表さ

れた「日本成長戦略」においても、「企業が役職員への株式報酬を充実させてい

くことは、安定株主の醸成や中長期的な企業価値向上に寄与するものであり、こ

のための環境整備を進めるべき」とされている。 

特に、手元資金に制約がある一方で、優秀な人材の確保および定着の必要性が

高いスタートアップ企業においては、役職員のモチベーション向上を促すことに

より自社の一層の成長を図る観点からも株式報酬制度の意義は一層大きい。株式

報酬制度は、将来の企業価値向上の成果を役職員と共有し得る仕組みであり、現

金報酬のみでは対応が難しい局面において、国内外の優秀な人材の獲得および継

続的な確保に資する有効な手段である。令和７年２月に経済産業省が公表した

「スタートアップの成長に向けたインセンティブ報酬ガイダンス－人材獲得のた

めのストックオプション活用術－」においても、スタートアップ企業にとって、

ストックオプションをはじめとするインセンティブ報酬は、人材獲得やリテンシ

ョンのために重要とされている。 

株式報酬制度において、税制上の優遇措置が講じられているストックオプショ

ン（以下、「税制適格SO」という）は、スタートアップ企業を中心に人材獲得お

よびリテンションのための重要な手段として活用され、近年では、年間権利行使

株式報酬制度の選択肢拡充の観点から、信託を活用した株式

給付制度に係る所要の税制上の措置を講じること。 
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価額の限度額の引上げや社外高度人材への対象拡充等の見直しが行われている。 

一方で、税制適格SOにおいては、付与対象者および付与数を事前に確定する必

要があることから入社後の貢献度に応じた柔軟なインセンティブ設計が困難であ

ること、権利行使時に役職員に資金負担が生じること、発行および管理に係る手

続が負担であること等の課題がある。特に、成長フェーズに応じて人材獲得・リ

テンションのあり方を機動的に見直す必要があるスタートアップ企業を中心に、

税制適格SOのみでは人材戦略上の多様なニーズに十分に対応しきれない場面があ

る。こうした点を踏まえれば、企業の成長フェーズや人材戦略に応じて、最適な

株式報酬制度を選択できる環境を整備することが重要である。 

 この点、信託を活用した株式給付制度は、入社後の業績貢献等に応じて対象者

および給付株式数を柔軟に決定し得ること、役職員の資金負担なく株式を給付で

きること等の利点を有しており、税制適格SOの機能を補完し得る制度である。他

方で、当該制度には税制上の優遇措置が講じられていないことから、その活用意

義が認められる場面においても、税制面の差異が制度選択にあたっての制約とな

り得る。したがって、株式報酬制度の選択肢を拡充し、企業の機動的かつ効果的

な人材戦略を可能とする観点から、当該制度についても税制面での環境整備を図

ることが望ましい。 

以上を踏まえ、信託を活用した株式給付制度を導入する場合について、税制適

格SOを補完する制度として普及し得るよう、税制適格SOと同様、一定の要件を満

たすことを前提として、役職員等への株式給付時には課税を行わず、当該役職員

等が当該株式を譲渡した時点で初めて株式等に係る譲渡所得として課税する措置

を講じられたい。  
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３．企業年金等の積立金に係る特別法人税の撤廃 

企業年金および確定拠出年金は、公的年金を補完し、国民の老後生活の維持・

安定を図る上で大きな役割を担っており、本格的な少子高齢社会を迎える中、そ

の役割はますます高まっている。企業年金の年金財政の健全化と受給権保護の重

要性、企業会計上の年金債務の開示義務等を勘案すると、企業年金積立金の早期

充実は必要不可欠なものである。 

 一方、確定給付企業年金（従業員拠出金相当分を除く）および確定拠出年金

については、積立金の額に対して、厚生年金基金については、一定水準を超える

部分の積立金の額に対して特別法人税を課すこととされている。この積立金に対

する特別法人税の負担は重く、年金制度の健全な発展の阻害要因となりかねず、

資産所得倍増プランの趣旨にも反することとなる。 

さらに、平成17年より給付時の課税が強化されており、特別法人税が課税され

た場合は、運用時および給付時を合わせた全体の税負担は、従前にも増して重い

ものとなる。また、米国をはじめ諸外国においても積立金に課税するといった例

は稀であり、国際的にも整合性を欠く。特別法人税の課税は、国民が将来にわた

って安心できる年金制度を構築する上では、不適切な税制である。 

特別法人税については、令和８年度税制改正において、令和11年３月までの３

年間の時限措置として課税を停止することとされているが、将来的に復活する可

能性が残されているため、企業の年金制度の選択において不安定な要素になって

おり、課税停止では不十分である。公的年金の補完、国民の老後生活の維持・安

定という社会的要請に応えていくため、平成27年１月に取りまとめられた社会保

障審議会企業年金部会の「社会保障審議会企業年金部会における議論の整理」に

企業年金および確定拠出年金の積立金に係る特別法人税を 

撤廃すること。また、特別法人税の撤廃に至るまで、課税停止

措置期限（令和11年３月末）を延長すること。 
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おいても「特別法人税は早期に撤廃するべきである」とされ、また、「確定拠出

年金法等の一部を改正する法律案に対する付帯決議（平成28年４月14日参議院厚

生労働委員会）」においても「給付時との二重課税防止の観点から、廃止につい

て検討を行うこと。」とされている。 

以上のことから、政府税制調査会にて議論が行われている老後の生活等に備え

る資産形成に係る税制の包括的な見直しにあわせて、企業年金および確定拠出年

金の積立金に係る特別法人税を撤廃する措置を講じられたい。なお、特別法人税

の撤廃に至るまで、課税停止措置を延長されたい。 

 

〔特別法人税の課税対象〕 

 

 

〔主要国の企業年金税制の概要〕 

 日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス 

拠 出 時 
(事業主拠出分) 非課税 非課税 非課税 非課税 非課税 

運 用 時 
課 税 

(特別法人税) 非課税 非課税 非課税 非課税 

給 付 時 課 税 課 税 課 税 
課 税 

（収益部分のみ） 
課 税 

老齢基礎年金

老齢厚生年金

厚生年金 厚生年金基金 確定給付企業年金
確定拠出年金

老齢基礎年金

（代行部分）

老齢基礎年金

老齢厚生年金

厚生年金基金
（加算部分）

課税部分

1

2.23

課税部分

確定給付企業
年金
確定拠出年金

特
別
法
人
税
非
課
税
限
度

特別法人税課税
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４．企業年金等の拠出段階における税制優遇措置の拡充 

確定拠出年金は、平成13年10月の施行以来20年以上が経過し、企業型確定拠出

年金の加入者数は約893万人に至っている（令和８年３月末時点）。確定拠出年

金制度は、私的年金制度の選択肢として定着し、他の企業年金制度等とともに公

的年金を補完する役割がますます期待されている。 

令和８年７月に公表された「成長投資を促進するための金融戦略」においても

「企業型DC・iDeCoは、NISAと並ぶ重要な資産形成ツールである」と記載されて

おり、加入者にとって魅力的な制度となるよう、さらなる制度の改善をお願いし

確定拠出年金における拠出限度額について、環境変化を 

踏まえその考え方を整理し、引き上げを行うこと。 

加えて、確定拠出年金制度の非課税枠について、自助努力で

資産を形成するため、生涯にわたって有効に活用できるような

措置を講じること。 

なお、拠出限度額の検討にあたっては、拠出時・運用時・ 

給付時の課税のあり方の見直しの中で、企業年金制度間、 

および企業年金と個人年金の相違点や現状担う役割・位置付け

等が多様であることも十分踏まえ、一律に捉えることなく、 

また、既存制度との連続性および利用者等の利便性も考慮の

上、有識者や制度実施者、加入者等を含めた関係者とともに 

私的年金の普及に資する議論を引き続き丁寧に行うこと。 
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たい。 

確定拠出年金制度の非課税枠については、昨今の物価上昇と賃上げの流れや、

公的年金の所得代替率の低下が予想される中、国民の高齢期の老後生活の安定の

観点で私的年金の果たす役割がますます重要になっていることを踏まえ、拠出限

度額についてそのあり方や水準について引き続き検討が必要である。また、国民

の働き方やライフコースの多様化も踏まえ、生涯にわたって有効に活用できるよ

うな措置の検討もあわせて必要である。 

検討にあたっては、私的年金制度の健全な発展の観点にも留意いただきたい。

今後実施される拠出時・運用時・給付時の課税のあり方の見直しの中で、仮に、

退職金を由来とする性格が強い確定給付企業年金に拠出限度額の設定や中途引き

出し要件の厳格化等が行われた場合、年金制度の健全な発展の阻害要因となりか

ねない。また、令和６年12月から実施されている企業型確定拠出年金と確定給付

企業年金の拠出額の合算管理の仕組みのもとでは、拠出限度額が、両制度を併用

して従業員の老後所得確保の支援に取り組む企業の制度設計を制約する恐れがあ

り、確定給付企業年金の制度変更時に確定拠出年金の拠出額が強制的に減少され

てしまうことを避ける等の理由により、確定給付企業年金の減額や企業型確定拠

出年金への移行等を検討する企業が現に存在している。 

検討の観点としては、利用者等の利便性の観点も重要である。公平性の観点で

制度改正が行われているが、共助（退職金由来、確定給付企業年金・企業型確定

拠出年金の事業主掛金に相当）と自助（本人拠出由来、確定給付企業年金・企業

型確定拠出年金の従業員拠出および個人型確定拠出年金に相当）という性質の異

なる掛金が１つの枠の中で管理されることにより、企業年金のある企業に勤める

個人が個人型確定拠出年金をいくら拠出できるのか分かりづらくなっている。令

和６年12月から、個人型確定拠出年金の拠出限度額管理のため、加入者情報の企

業年金プラットフォームへの登録が始まっているが、多数の不整合が生じてお

り、加入者、制度を運営する基金・事業主、受託機関がそれぞれ対応に追われて

いる。制度変更や財政再計算により他制度掛金相当額が変更になる場合の対応等
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も含め、運営上関係者にかかる負荷は大きい。 

よって、制度創設の経緯や期待されている役割が異なることも踏まえ、共助と

自助の由来で分けて限度枠を管理することも含めて検討されていくことが必要で

ある。 

以上のことから、今後社会保障審議会等で議論が行われる際には、老後生活等

の準備を支援する制度・税制の包括的な見直しにおいて、次の措置を講じるとと

もに引き続き丁寧な議論を行われたい。 

① 老後の高齢期の長期化や老後生活へのニーズの多様化、および今後見込まれ

る継続的な物価上昇に対応すべく老後に受け取る年金額を十分確保できるよう、

また、令和８年７月に公表された「成長投資を促進するための金融戦略」にお

いて、「様々な要因により一定の年代まで十分な資産形成ができない場合もあ

ることも考慮しつつ、加入者の拠出実態や諸外国の制度、NISAとの関係等を踏

まえ、あるべき拠出限度額の水準や枠組みについて、次期年金制度改革までに

検討し、その結果に基づき必要な対応を図る」とされていることも踏まえ、拠

出限度額の考え方について整理を行い、そのあり方や水準について、公的年金

の所得代替率の低下や物価上昇率に応じて限度額を自動的に引き上げる仕組み

や、企業拠出の外枠での拠出を可能とすること等も含めた検討を行うこと。 

② なお、共助と自助をそれぞれ独立して定める場合、共助については限度枠の

撤廃も含めた見直しを、自助については全ての国民共通の拠出枠とし、NISA同

様、上限額の拡大を図ること。 

③ また、所得が高くない若年層等、毎年の非課税枠を使い切れない人が存在す

る。よって既存の非課税枠を有効的に活用できるようにするため、企業型およ

び個人型の確定拠出年金制度について、非課税枠を生涯にわたって有効に活用

できるような措置を、キャッチアップ拠出枠の導入も含め検討を行うこと。 

④ 企業年金制度間、および企業年金と個人年金の相違点や現状担う役割・位置

付け等が多様であること、特に、確定給付企業年金は退職金を由来とする性格

が強いため、拠出限度額の設定や中途引き出し要件の厳格化が私的年金の普及
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の阻害要因となる可能性があることも十分踏まえ、一律に捉えることなく、ま

た、既存制度との連続性も考慮の上、引き続き有識者や制度実施者、加入者等

を含めた関係者とともに私的年金の普及に資する議論を引き続き丁寧に行うこ

と。 
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５．結婚・子育て支援信託に係る贈与税の非課税制度の恒久化 

および拡充 

平成 27年度税制改正において、結婚・出産・子育ての後押しや経済活性化を目

的とした「結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度」が

新設され、本制度に基づき、「結婚・子育て支援信託」が創設された。結婚・子

育て支援信託は、令和９年３月末までに、孫等の結婚・子育て資金として祖父母

等が信託銀行等に金銭等を信託した場合に、1,000 万円（結婚に際して支出する

費用については 300 万円）を限度として贈与税が非課税となるものである。 

政府は「こどもまんなか社会」の実現に向けて、「こども未来戦略」において、

「若い世代の所得を増やす」、「社会全体の構造・意識を変える」、「全てのこど

も・子育て世帯を切れ目なく支援する」などを通じて、若い世代が希望どおり結

婚し希望する誰もがこどもを持ち、安心して子育てできる社会、こどもたちが笑

顔で暮らせる社会の実現を目指している。若年層にとって、結婚・出産（それに

続く子育て）を躊躇させる大きな要因は経済的不安によるものとされているほか、

わが国の現預金の過半を高齢世代が保有しており、高齢世代の資産の若年層への

移転が進んでいないことも課題とされている。 

本制度はまさに、世代間の資産移転を促進し、若年層の結婚・出産・子育てを

後押しするという社会的意義を有するものであるから、本制度の適用期限（令和

９年３月末）を廃止し、恒久化、少なくとも適用期限を延長されたい。また、本

制度のさらなる活用に向け、贈与税の非課税措置の対象となる費用として「家事

支援サービスに係る費用」等を追加するなど非課税措置の要件を拡充されたい。  

結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税

制度について恒久化すること。少なくとも適用期限（令和９年

３月末）を延長すること。また、本制度のさらなる活用に 

資する所要の税制上の措置を講じること。 
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１．信託に関する税制措置 

 現行の相続税法において、信託の受託者は、当該信託において受益者等の変更

等が生じた場合、当該変更等が生じた日の属する月の翌月末日までに、受益者等

の氏名や信託財産の価額等を記載した「受益者別（委託者別）調書」を所轄税務

署長に提出しなければならないこととされている。 

また、所得税法において、信託の受託者は、毎事業年度終了後１月以内に、当

該信託の受益者等の氏名や信託財産に帰せられる収益・費用等を記載した「信託

の計算書」を所轄税務署長に提出しなければならないこととされている。 

一方、資金決済法で定義されている、信託スキームを活用した特定信託受益権

（いわゆる信託型ステーブルコイン、以下、「信託型SC」という）は、法定通貨

と価値が連動する決済手段として、不特定多数の利用者間でブロックチェーンに

より転々流通し、頻繁かつ多数の取引に活用されることが想定されているものの、

当該スキームにおいて、受託者は受益者である信託型SCの保有者の氏名等やその

変更を把握することができない。また、信託型SCにおいて、受益者が信託型SCの

保有から収益を得ることも想定されていない。 

以上の状況を踏まえ、我が国における金融サービス等のイノベーションの活性

化等に資する環境整備を図る観点から、信託型 SCの特性に即した見直しが必要で

あり、特定信託受益権に係る「受益者別（委託者別）調書」および「信託の計算

書」を恒久的に提出対象から除外する等、所要の税制上の措置を講じられたい。 

 

Ⅱ.一般要望項目 

(1) 資金決済法に定める特定信託受益権について、所要の税制上の措置

を講じること。 
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① 平成 19年に抜本改正された信託法において創設された受益証券発行信託は、

現在社会において広く活用されるに至っており、その活用形態、とりわけ信託

の対象となる資産が広がりを見せている。 

受益証券発行信託における受益者（投資家）と受託者（信託銀行）の直接取

引（資本取引）については、企業における資本と信託における元本とでその法

的な性質に違いがあるため、必ずしも同一の取扱いが適切とは言い難い。しか

し受益証券発行信託の会計処理を定める当協会の計算規則（受益証券発行信託

計算規則、以下、「本計算規則」という）においてはこの点を明確に規定して

いない。 

今後、新たな資産を対象とする商品が組成され信託受益権の一部償還等の取

引が発生することが想定されるが、当該取引における会計上の取扱いが現状は

明確ではないため、当協会にて本計算規則を改正し、これを明確化することを

検討している。かかる状況において、本計算規則の改正を行った場合の税制上

の取扱いが明確ではないため、この点を明確化されたい。 

② 受益証券発行信託のうち法人課税の対象外とされる特定受益証券発行信託は、

その要件の１つとして利益留保割合（信託計算期末の留保利益を元本金額で除

して算出するもの）が 2.5%以下であることとの定めがある。 

特定受益証券発行信託は現在、不動産を対象資産とするセキュリティ・トー

クン（以下、「ST」という）を中心に広く活用されるに至り、その活用形態、

とりわけ信託対象資産の種類拡大が見込まれるものの、現行の規定では取組困

(2) 受益証券発行信託について、次の税制上の措置を講じること。 

① 「受益証券発行信託計算規則」において、受益者と信託との直接 

取引（資本取引）に係る規定の整備に伴う税制上の取扱いを明確化

すること。 

② 特定受益証券発行信託の要件における計算上、課税の繰り延べに 

当たらない非現金収入収益を分子から除外すること。 
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難な場合がある。例えば、外貨建金銭債権等を対象資産とする STを想定した場

合に、その性質上、為替差益等の現金収入を伴わない収益（以下、「非現金収

入収益」という）が生じる可能性があるところ、会計上の留保利益が存在して

も配当原資がない以上、課税の繰り延べが意図されていないことは明白である

にもかかわらず、上記要件を満たすことができないケースが懸念されることか

ら、事実上受託困難となっている。 

特定受益証券発行信託は投資単位の小口化を通じてわが国の家計金融資産の

投資への誘導に寄与する仕組みであり、資産運用立国の実現に資するものと考

えられる。課税の繰り延べを防止するという法人課税信託の制度趣旨も踏まえ、

今後、非現金収入収益について網羅的に整理が行われ、検討が十分に進捗した

ところで、客観的に課税の繰り延べに当たらない非現金収入収益が利益留保割

合計算から除外されるよう、所要の措置を講じられたい。  
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現在、納税のオンライン手続きに利用する e-Tax の ID は原則１法人、１ID の

み取得可能となっているが、信託銀行は、自身の納税業務（従業員への給与支払

い等）に加えて信託の受託者としても納税業務（信託ファンドが受け取る配当お

よび利子に関する源泉徴収業務等）を行っており、e-Tax を利用して両業務を行

う場合、税務に係るデータを相互に参照できてしまうことから、情報統制上の課

題が生じ得る。 

上記を踏まえ、令和８年度税制改正要望において、「信託の受託者として行う

納税手続き」等を目的として、１法人に対して複数の ID付与を追加可能とする措

置を講じるよう要望したが、国税庁では既に多数の企業から同様の要望を受けて

おり、G ビズ ID のユーザー権限設定により e-Tax 内のフォルダアクセス制御を行

う方向での検討が進められているとの認識である。 

かかる状況を踏まえ、信託業務の特性に即した適切な情報管理および内部統制

を確保する観点から、以下の措置を講じられたい。 

①e-Tax 内のフォルダアクセス制御について、メンバーID 単位での制御を可能

とすること。 

② 税理士による代理申請の受信通知（送信結果）を、共通フォルダではなく、

アクセス制御可能な専用フォルダに格納する機能を追加すること。 

 

(3) e-Taxの利用を促進する観点から、GビズIDの権限設定について次の

措置を講じること。 

① e-Tax内のフォルダアクセス制御について、メンバーID単位での 

制御を可能とすること。 

② 税理士による代理申請の受信通知（送信結果）を、共通フォルダ 

ではなく、アクセス制御可能な専用フォルダに格納する機能を追加

すること。 



- 16 - 

 

役員報酬制度において、法人税法上、「定期同額給与」「事前確定届出給与」の

ほか、業績に連動して支給する給与で一定の基準を満たす「業績連動給与」につ

いて損金算入が認められている。業績連動給与における算定基礎の指標は、利益

もしくは株式の市場価格に関するものまたはこれらと同時に用いられる売上高に

関するものに限られており、サステナビリティ関連の非財務指標は対象となって

いない。 

一方で、令和５年１月の「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正によ

り、有価証券報告書等において「サステナビリティに関する考え方及び取組」の

記載欄が新設された。また、令和７年３月には国際基準（ISSB（International 

Sustainability Standards Board）基準）を踏まえたわが国のサステナビリティ

開示基準（SSBJ（Sustainability Standards Board of Japan）基準）が最終化さ

れ、令和９年３月期を初回とした基準適用義務化の方向性が示されるなど、企業

経営や投資家の投資判断におけるサステナビリティへの取組みの重要性が高まっ

ている。 

企業のサステナビリティ経営に対する経済的インセンティブを付与し、企業の

持続的成長/中長期的価値向上を促進するためにも、役員報酬のうちサステナビ

リティ関連の非財務指標を算定基礎とする部分について損金算入可能となるよう、

所要の措置を講じられたい。 

 

 

(4) 非財務指標を算定基礎とする役員報酬について損金算入が可能と 

なるよう、所要の税制上の措置を講じること。 
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 わが国の年間死亡者数は増加傾向にあり、相続人・行政機関・民間事業者とい

った社会全体の負担が今後も増加していくことが見込まれる。こうした状況を踏

まえ、政府においては、死亡に関する手続き（死亡届および死亡診断書（死体検

案書）の提出）のオンライン・デジタル化に向けた課題や、法定相続人の特定に

係る遺族等の負担軽減策について、社会実装に向けた論点整理を行うとされてい

る。 

このように、死亡・相続手続きにおいてデジタル完結に向けた検討が進む見込

みであるが、配偶者に対する相続税額の軽減特例等、相続税または贈与税の特例

の適用を受ける際に、財産の取得状況を証する書類として「財産の分割の協議に

関する書類（遺産分割協議書等）」を添付する場合は、その相続に係る全ての共

同相続人等の押印（実印）があるものの写しと、その押印に係る印鑑証明書の添

付が引き続き求められることとなっている。 

死亡・相続手続きにおいて書面・押印を廃し、デジタル完結を実現するため、

遺産分割協議書等に係る電子契約とマイナンバーカードによる公的個人認証サー

ビスを紐づけることにより遺産分割協議書等の真正性を担保するなど、公的個人

認証サービスを用いた電子契約による代替を可能とする措置を講じられたい。 

 

(5) 配偶者に対する相続税額の軽減特例等の適用に必要となる遺産分割

協議書への署名、実印の押印および印鑑証明書添付について、公的 

個人認証サービスを用いた電子契約による代替を可能とすること。 
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 デジタル技術の進展等を踏まえ、納税者の利便性の向上等の実現のため、

eLTAX（地方税のオンライン手続きのためのシステム）を活用した全国統一的な

地方税手続きのデジタル化が推進されているところである。 

地方税法上、固定資産税の納税通知書および課税明細書は、自治体等が納税者

に対して「文書」を「交付」することが求められている。総務省通知により、納

税者から要請があった場合には「電磁的方法」での提供が推奨されており、与党

の令和６年度税制改正大綱においては、納税者等からの求めに応じて、eLTAX お

よびマイナポータルを活用して電子的に送付する仕組みの導入に向けた取組みを

進めることとされているが、地方税法における現行の規定では文書の交付は必須

となっている。 

信託銀行等は、不動産を信託財産とする多数の信託契約を締結しており、納付

税額の読み取りや振込手続き、書面の保存等を実施している。円滑・正確な納税

事務担保のため、手続きのデジタル完結が可能となるよう、自治体等からの「電

磁的方法」のみによる提供を可能とするとともに、納税者から要請があった場合

の「電磁的方法」による提供を義務化されたい。 

 

 

 

 

(6) 固定資産税の納税通知書および課税明細書について、自治体等から

の「電磁的方法」のみによる提供を可能とすること。また、「電磁的 

方法」による提供が早期に可能となるよう、所要の措置を講じると 

ともに、納税者から要請があった場合の「電磁的方法」による提供を

義務化すること。 
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受益者等課税信託(不動産信託等)については、信託の受益者は信託財産に属す

る資産・負債を有するものとみなし、かつ、信託財産に帰せられる収益・費用は

当該受益者の収益・費用とみなして課税することとされている。その上で、受益

者が複数存在する場合には、信託財産に属する資産・負債の全部をそれぞれの受

益者がその有する権利の内容に応じて有するものとし、かつ、当該信託財産に帰

せられる収益・費用の全部がそれぞれの受益者にその有する権利の内容に応じて

帰せられるものとして課税することとされている。 

信託受益権が量的に分割されている場合、すなわち、分割された信託受益権の

内容が均質である場合は、各受益者が持分割合に応じて、信託財産に属する資

産・負債、信託財産に帰せられる収益・費用を比例的に有するものとして処理す

ることになる。 

一方、信託受益権が質的に分割されている場合とは、一般的には、１つの信託

において、信託受益権が優先受益権と劣後受益権、元本受益権と収益受益権等、

権利の内容が異なる信託受益権に分割されたものをいう。この場合、信託期間を

通じて、各受益者が信託財産に属する資産・負債、信託財産に帰せられる収益・

費用をそれぞれ比例的に有しているとはいいにくい。 

信託受益権が質的に分割されている場合は、「権利の内容に応じて」課税する

こととされているが、不動産信託等のように信託財産に減価償却資産がある場合

や、個人を受益者とする元本・収益受益権分割等、減価償却費の処理方法や、個

人受益者が受領する分配金の所得分類の取扱い等が明確になっていないため、利

用が進んでいない類型がある。 

平成 19 年に施行された信託法においては、多様なニーズに応えるため、例え

ば、家族信託に対応した遺言代用信託や、新たな資金調達手段として考えられる

受益証券発行信託等の新しい類型が創設された。信託受益権が質的に分割された

(7) 信託受益権が質的に分割された受益者等課税信託の課税関係を 

明確化する観点から、所要の税制上の措置を講じること。 
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信託の課税関係が明確化されれば、ニーズに即した様々な権利内容の信託受益権

を創出することができ、多様な分野で信託の利用が促進され、わが国社会・経済

の発展に寄与することが期待できる。 

以上のことを踏まえ、信託受益権が質的に分割された受益者等課税信託の課税

関係を明確化する観点から、所要の税制上の措置を講じられたい。なお、税制上

の措置の内容については、信託の利用促進が図られ、受益者等の関係者が対応可

能な実効性の高いものとすることとされたい。 

 

〔信託受益権が質的に分割された信託（例）〕 

 

  

委託者兼
第一受益者

①信託契約締結

（信託期間満了後）
⑤信託財産の交付

受託者 収益受益者②賃貸不動産

③信託利益の交付

元本受益者

（委託者死亡後）
④信託利益の交付
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平成 19 年に施行された信託法および平成 19 年度税制改正において、いわゆる

後継ぎ遺贈型の受益者連続信託の規律が設けられ、後継ぎ遺贈型を含めた受益者

が連続する信託に関する税制が整備された。相続税法第９条の３では、受益者連

続型信託の特例として、受益者が取得した信託に関する権利に対し、期間の制限

等、権利の価値に作用する制約が付された場合、当該制約は付されていないもの

とみなすとされている。 

この結果、受益者連続型信託では先行受益者に一旦、信託財産の全てが移転し

たものとして相続・贈与税が課税され、先行受益者から後続受益者に財産が移転

した場合には、再度、信託財産の全てが移転したものとして相続・贈与税が課税

されることとなる。 

例えば、自分の死後の配偶者の生活扶養のために、配偶者を先行受益者、（配

偶者の死亡を信託受益権移転の要件として）子供を後続受益者とする後継ぎ遺贈

型信託を設定した場合には受益者連続型信託の課税の特例が適用され、相続税が

２回課税される。これに対して、父親が子供に財産を遺贈して配偶者(子供にと

っては母親)への一定期間の給付を負担させるような、負担付遺贈の方法によっ

て財産を移転する場合には、相続税負担は１回のみとなる。信託を用いた場合と

負担付遺贈の場合とでは、同様の経済的効果となるにもかかわらず、課税上の権

衡が図られていない。 

受益者が形式的に連続する信託の中でも、設定時において信託受益権の内容が

確定している信託については、それぞれの信託受益権を評価して信託設定時に１

回限りの課税とすることも可能であり、受益者連続型信託の課税の特例を適用す

る必要性はないものといえる。 

また、信託法の立法過程においても、後継ぎ遺贈型信託を活用した家族の扶養

や資産承継に対するニーズが主張され、現在も強く期待されているが、受益者連

続型信託に適用される税制が負担付遺贈による場合と比して不利であればその活

(8) 受益者連続型信託の課税の特例の適用対象を見直すこと。 
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用が阻害されることになる。 

したがって、例えば、家族の扶養のための給付や資産承継を目的とする信託で

あって、信託設定時に信託受益権の内容が確定している受益者連続型信託につい

ては、受益者連続型信託の課税の特例の適用対象から除外されたい。 

 

〔受益者連続型信託と負担付遺贈の課税関係〕 

 

  

遺贈者（委託者）

配偶者（先行受益者）

子（後続受益者）

相続税課税①

相続税課税②

【信託】
同一財産に２回相続税課税

遺贈者

配偶者

子
（受遺者）

【負担付遺贈】
同一財産に１回相続税課税

給付等
の負担

相続税
課税①
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平成19年度税制改正において、受益者段階で課税される信託について、いわゆ

る損失算入制限措置が導入された。本措置は、平成17年度税制改正で組合税制に

導入された措置と同様のものであり、受益者が個人の場合には、その信託から生

ずる不動産所得の損失については生じなかったものとみなし、受益者が法人の場

合には、受益者の弁済責任の限度が信託財産の価額とされているときは、損失の

うち、信託金額を超える部分に相当する金額(損益が実質的に欠損にならないと

見込まれる場合は、損失の全額)は損金に算入しないこととされた。 

例えば、ある者が不動産の賃貸事業を行う場合、自ら事業を行う方法のほかに、

受託者等の専門的なノウハウを活用するため第三者へ事業を委託する方法として、

信託や事業受託方式（注）等の手法を用いることがある。そして、いずれの方法

を採ったとしても、市況の悪化や賃借人の退去等により収支がマイナスとなる可

能性があるが、このような損失が生じたときに、信託を利用した場合のみ、損失

算入が制限され、公平性を欠くことになる。 

特に、受益者が単独である信託においては、信託方式も他の方式と同様に事業

のリスクを全て受益者が負担するにもかかわらず、信託を利用した場合について

のみ損失算入が制限されることは著しく権衡を欠き、信託の利用が阻害されるこ

とになる。以上のことから、受益者単独の信託については、いわゆる損失算入制

限措置を適用しないこととされたい。 

（注）土地所有者の依頼を受けた会社（土地開発業者等）が、土地診断から建物・施設等

のプランニング、事業収支計画、施工、入居者募集、完成後の管理運営等の業務を

引受ける方式（工事請負、管理業務委任）。 

 

(9) 受益者単独の信託については、いわゆる損失算入制限措置を適用 

しないこと。 
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①  財形給付金制度、財形基金制度の積立金に対する特別法人税(現行１％、地

方税標準税率0.173％)の課税負担は重く、事業主における勤労者の財産形成

に対する支援意欲を後退させるばかりでなく、勤労者の財産形成を阻害する

一因となっている。 

令和11年３月末までの時限措置として特別法人税の課税が停止されている

ところであるが、勤労者の安定した生活を確保するために財形給付金制度お

よび財形基金制度の積立金に係る特別法人税を撤廃する措置を講じられたい。

なお、特別法人税の撤廃に至るまで、課税停止措置を延長されたい。 

〔財産形成給付金信託および財産形成基金信託の仕組み〕 

 

財産形成給付金信託 財産形成基金信託

事業者
勤労者

（受益者）

信託銀行
（受託者）

財産形成基金
（委託者）

財産形成
基金契約

拠出金
財産形成

基金給付金

信託金

財産形成基金
信託契約

特別法人税課税厚生労働大臣

認可

事業者
（委託者）

勤労者
（受益者）

信託銀行
（受託者）

財産形成
給付金規定

拠出金
財産形成
給付金

財産形成
給付金

信託契約

特別法人税課税厚生労働大臣

承認

(10) 勤労者財産形成促進制度に関する税制について、次の措置を講じる

こと。 

① 財形給付金制度および財形基金制度に係る特別法人税を撤廃する

こと。また、特別法人税の撤廃に至るまで、課税停止措置を延長

すること。 

② 住宅財形、年金財形において、勤労者財産形成促進法施行令 

第 14 条の 23 に規定されている事由に限らず、勤労者の責に 

よらない事情により勤労者が財形貯蓄の払込ができなくなる 

場合には預替えを認めること。 

③ 非課税申告書のサイズについて、現在の定め（A6 サイズ）を撤廃

すること。 

④ 財形住宅貯蓄および財形年金貯蓄における非課税限度額を引き 

上げること。 
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〔財産形成給付金・財産形成基金の取扱い〕 

拠出時 ・事業主が拠出する信託金は損金あるいは必要経費に算入可能 

運用時 
・運用収益非課税 

・特別法人税１％および地方税約 0.2％課税（但し令和 11年３月末まで課税停止） 

給付時 
・７年毎に受け取る給付金は給付の発生事由により一時所得あるいは給与所得として課税 

・一時所得の場合は、特別控除額（最高 50万円）を控除した金額の２分の１が課税対象 

②  勤労者財産形成促進法施行令第 14条の 23では預替えが認められる事由が限

定列挙されており、当該事由に該当しない場合には、勤労者の責によらない

事情であっても預替えを行うことができない。 

 しかし、実務上、例えば、事業主が複数の金融機関を財形貯蓄制度の取扱

金融機関として選定しているケースにおいて、事務合理化や管理コスト削減

等の観点から、契約を一元化（取扱金融機関を集約）したいといったニーズ

がある。 

 以上のようなケースにおいては、勤労者財産形成促進法施行令第 14 条の 23

各号に掲げる事由には該当せず、現行法令下においては預替えを行うことが

できないが、事業主の制度維持負担を軽減し、延いては勤労者が長期的・安

定的に本制度を活用できる環境を確保すべく、勤労者の責によらない事情に

よる預替えを可能とする措置を講じられたい。 

③  現在、非課税申告書のサイズについては A6 サイズの定めがあるが、マイナ

ンバー法施行後、個人番号・法人番号を記載する欄が増えたことにより、加

入者が記入する「氏名」「住所」「非課税限度額」「勤務先・賃金の支払者の名

称・所在地」等の加入者が記載する欄が小さくなってしまい、記載しづらい

ため、撤廃する措置を講じられたい。 

④  現在、財形住宅貯蓄および財形年金貯蓄に係る非課税限度額は、両者制度

を合算して元本 550 万円とされているが、当該限度額については平成６年の

引上げ以降見直しが行われていない。一方、この間、物価水準や賃金水準の

上昇に加え、住宅価格の高騰など、勤労者を取り巻く経済・社会環境は大き

く変化している。 
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勤労者の中長期的な資産形成を支援し、その生活の安定を図る観点から、

財形住宅貯蓄および財形年金貯蓄に係る非課税限度額を引き上げる措置を講

じられたい。 
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２．企業年金信託等に関する税制措置 

現状、個人型確定拠出年金の掛金については、小規模企業共済等掛金控除が適

用されており、支払った金額をその者の所得金額等からしか控除できないことか

ら、第３号被保険者の個人型確定拠出年金加入にあたっては税制優遇の効果がほ

とんどない。 

一方、国民年金の保険料や国民年金基金の加入員として負担する掛金等につい

ては、自己と生計を一にする配偶者やその他の親族が負担すべき金額を支払った

場合、社会保険料控除として、支払った金額を所得金額等から控除することがで

きる。 

また、第２号被保険者の際に個人型確定拠出年金に加入していた者が第３号被

保険者となった場合、税制優遇の効果がほとんどないことを理由に個人型確定拠

出年金の掛金拠出を停止することが想定され、公的年金の補完、国民の老後生活

の維持・安定という社会的要請に応えることができない状況となる。 

ついては、第３号被保険者における個人型確定拠出年金の掛金については、国

民年金基金と同様、自己と生計を一にする配偶者等の課税所得から控除すること

とされたい。 

 

(1) 個人型確定拠出年金の普及に資する観点から、第３号被保険者が 

加入する場合、国民年金基金と同様、自己と生計を一にする配偶者等

の課税所得から控除すること。 
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① 少子高齢化の進展に伴う公的年金の中長期的な給付水準の調整により、所得

代替率が低下することが見込まれるため、高齢期の所得の確保のための制度の

拡充が求められている。また、当該年金の給付水準を確保するためには支給の

繰下げの活用が有効であるが、現状は支給の繰下げが十分に活用されていると

は言えない。その原因は、65 歳までの就労機会の確保（勤労所得の維持）に対

する不安など現役引退後の所得減少に対する不安にあると考えられる。したが

って、多様なライフコースの選択に対応するため、本人が希望すれば 65歳まで

現役で働ける環境の整備を引き続き行うとともに、現役引退後の所得の確保の

観点から、離転職時に各種の退職給付制度から支給される退職一時金給付を原

資として、適切に運用し、現役引退後から公的年金支給開始までの期間の年金

給付を確保することが必要である。特に、退職一時金制度のみの中小企業の従

業員に対しては、年金で受け取ることができる選択肢を与え、現役引退後から

公的年金支給開始までの期間の所得確保が必要である。 

(2) 長寿化や物価上昇の進展、雇用流動化、働き方やライフコースの 

多様化といった環境変化を踏まえ、年金受給の拡大に繋がるような 

高齢期の所得の確保に資する制度の構築のため、次の税制措置を 

講じること。 

① 各退職給付制度（退職一時金・確定給付企業年金・確定拠出年金・ 

中小企業退職金共済）からの給付（死亡一時金含む）等を拠出し、

給付時まで一括して管理し、年金として受取可能とする制度を構築

すること。  

② 公的年金の支給開始年齢の柔軟化に伴い、支給を繰り下げた場合の

利便性を高める目的で、受給者の高齢化にあわせて、より公的年金

等に係る雑所得の控除額を拡充する等の措置を講じること。 

③ 長寿化およびライフスタイルの多様化に伴う年金受取りのあり方を

改善すること（分離課税の対象化等）。 
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そのため、退職一時金しかない企業に勤める場合も含め、離転職を複数回行

った場合でも、離転職の都度、各種退職給付制度からの給付を拠出し、一括管

理する新たな制度を年金受給の選択に資する制度として、既存制度（企業型お

よび個人型確定拠出年金等）での実施も含めて検討し、金融機関、企業年金連

合会、または国民年金基金連合会等で実施可能とし、その運用益を非課税とさ

れたい。 

また、当該制度とあわせて、年金・一時金の選択が税控除額の観点に左右さ

れず、個人のライフプランに応じた選択を促すよう年金税制を整備されたい。 

② 昨今の平均余命の伸長を踏まえると、これまでよりも高齢者の雇用形態や退

職年齢の多様化が進むことが想定される状況下、就労期間の延伸による年金の

確保・充実を図ることを目的に、公的年金の支給開始時期の選択肢拡大にあわ

せて、確定給付企業年金の支給開始時期の設定可能な範囲が70歳まで拡大され

たことや確定拠出年金の受給開始時期の上限年齢が75歳に引き上げられ（令和

４年４月施行）、老後の生活設計の選択肢がより一層広がることが期待でき

る。 

このため、公的年金等の繰下げ受給を選択しやすくする観点から、現在公的

年金等控除に係る雑所得については、「65歳未満」と「65歳以上」という２つ

の区分で控除額を算定する計算式が規定されているが、例えば、現行の「65歳

未満」「65歳以上」の２区分に加え、「70歳以上」の区分を設ける等、政府税

制調査会にて議論が行われている老後の生活等に備える資産形成に係る税制の

包括的な見直しにあわせて、段階的に算定式を設定する等控除額が拡充するた

めの措置を講じられたい。 

③ 今後、長寿化およびライフスタイルの多様化が進み、高齢期に複数の収入源

を持つ高齢者の増加が想定される。当該収入源としては、分離課税が選択でき

る所得（利子所得や配当所得等）のみならず、総合課税が前提の給与所得や雑

所得等も考えられることから、若年時の働き方によっては、支給を繰り下げて

もなお総合課税の対象となることで低年金となる高齢者が一定程度存在するこ
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とが想定される。そのため、高齢期の所得確保の観点から、上記②とあわせて、

年金所得課税を分離課税の対象とすること（私的年金等控除の創設）も検討さ

れたい。 
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① 現在、退職一時金制度を減額もしくは廃止することにより企業型確定拠出年

金を導入する場合においては、複数年度に分割して資産移換を行うこととされ

ている。確定拠出年金は、私的年金制度の選択肢として定着し、他の企業年金

制度等とともに公的年金を補完する役割が期待されている。このため、受給権

保護のための積立金早期充実および加入者の運用機会逸失の回避の観点から、

一括で資産移換を行うことや分割期間を短縮することを可能とする措置を講じ

(3) 企業年金信託の利便性向上等の観点から、次の税制措置を講じる 

こと。 

① 確定拠出年金について、退職一時金制度から確定拠出年金への資産 

の一括移換を可能とすること。一括移換が難しい場合には、税処理

は既存のままとし、資産だけを一括移換できるようにすること。 

加えて、脱退一時金の支給要件を緩和すること。 

② 企業年金受給時の「退職所得の受給に関する申告書」への個人番号

記載を不要とする「帳簿」の要件を拡充すること。 

③ 退職所得の支払を受ける者が、本年中に支払済みの退職所得がある

場合、「退職所得の受給に関する申告書」に添付を要する支払済み

の退職所得の源泉徴収票について、電磁的方法による提出を認める

こと。 

④ 個人住民税における退職所得の特別徴収票の市町村長宛て提出の 

期限を緩和すること。 

⑤ 退職所得の特別徴収票を市町村長宛て提出した場合、退職所得の 

源泉徴収票を税務署長宛て提出したものとみなす措置を講ずる 

こと。 

⑥ 確定給付企業年金制度受給者（非居住者）が租税条約に関する 

届出書等に記載すべき事項等を電磁的方法により提供する場合に 

満たすべき要件を緩和すること。 
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られたい。なお、税制の観点等で一括にて資産移換を行うことが難しい場合に

おいては、資産のみを一括で移換し、その後の税務処理を現行どおり分割で計

上することを可能とする措置を講じられたい。 

また、一括で資産移換を行うことや分割期間を短縮することが認められない

場合は、例えば、現状４～８年での均等移換であることを踏まえて、４～８年

での定率拠出による弾力的な資産移換を可能とするなどの措置を講じられたい。 

加えて、平成 29年１月に個人型確定拠出年金の加入可能範囲が見直され、20

歳以上の全国民は原則確定拠出年金に加入可能となった。これに伴い、脱退一

時金の支給要件も見直され、個人別管理資産の額が一定額（現行 1.5 万円）以

下の企業型加入資格喪失者、または保険料免除者以外は脱退一時金を受け取れ

ず、原則 60歳以降の年金受給開始まで中途引き出しが不可とされた。令和２年

の法改正によって、外国籍の者の帰国に伴う脱退一時金の支給要件が一部緩和

されたものの、介護・病気による療養、負債の返済等のやむを得ない事由にお

いて、一定の条件のもと年金資産の中途引出を可能とすることは、制度の利便

性向上・普及促進の観点から引き続き求められている。 

そのため、確定拠出年金制度の利便性向上・普及促進の観点から、家族の介

護、本人の病気療養、負債の返済等のやむを得ない事由について、追徴課税等

を条件とした脱退一時金の支給（困窮時引き出し）を可能とする措置を講じら

れたい。 

② 退職所得となる一時金支払に際し、本人から支払者に提出される「退職所得

の受給に関する申告書」は、支払者が保管する書類であり、原則として税務署

への提出は不要とされているにもかかわらず、個人番号を記載することとされ

ている。 

企業年金における退職所得の支払手続きでは、支払者等（企業年金制度実施

者（基金や規約型 DB の実施事業主）、支払い業務を受託する信託銀行等）と本

人（受給者）間で申告書の授受が発生しており、申告書に個人番号の記載が必

要とされていることで次の課題が発生している。 
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（a）申告書の授受にあたり個人番号の漏洩リスクを抱えた対応となってい

る。 

（b）個人番号の記載がある前提での授受・管理事務の構築、システム手当

て等が必要となるため支払者での対応負荷が大きい。 

（c）企業年金における退職所得の支払手続き全体のペーパーレス化の妨げ

になっている。 

（d）申告書について紙での授受が生じることにより、本人による支払手続

き開始から退職所得の支払完了までの事務がデジタルで完結せず、時間

を要している。 

支払者が氏名・個人番号・住所等が記載されている「帳簿」を備えていると

きは個人番号の記入は要しないこととされているが、当該「帳簿」は６種類の

申告書（「給与所得者の扶養控除等申告書」「従たる給与についての扶養控除等

申告書」「給与所得者の配偶者控除等申告書」「退職所得の受給に関する申告書」

「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」「所得金額調整控除申告書」）のい

ずれかの提出を受けて作成されたものに限るとされている。 

企業年金に係る支払者においては、民間会社のように本人から定期的に「給

与所得者の扶養控除等申告書」等の申告書の提出を受ける立場にはないため、

６種類の申告書の提出を受けて帳簿を作成することは困難な状況にある。また、

基金は J-LIS（地方公共団体情報システム機構）から企業年金連合会を経由し

て個人番号を収集することができるが、「公的年金等の受給者の扶養親族等申

告書」と異なり、帳簿の要件を満たすものとはされていない。 

上記課題の解消のため、基金が J-LIS（地方公共団体情報システム機構）か

ら企業年金連合会を経由して個人番号を収集した場合についても、帳簿の要件

を満たすものとする措置を講じられたい。また、制度実施者である規約型 DBの

実施事業主が帳簿を備えている場合は、支払業務を受託する信託銀行が帳簿を

備えていなくとも、申告書に個人番号の記載を不要とされたい。 

当該措置により、支払者は本人に対して申告書への個人番号記入不要と案内
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できるため、申告書授受時の個人番号漏洩リスクの低減、申告書の授受・管理

事務、システム手当て等に係る負荷軽減、退職所得の支払手続き全体のペーパ

ーレス化による支払者・本人の負荷軽減、本人による支払手続き開始から退職

所得の支払完了までの期間短縮等の効果を期待でき、支払者が氏名・個人番

号・住所等が記載されている「帳簿」を備えているときは個人番号の記入を要

しない取扱いが導入された趣旨にも沿うものと考える。 

③ 所得税法第 203 条において、退職所得の支払を受ける者が、同一年中に既に

他の退職手当等の支払を受けている場合、「退職所得の受給に関する申告書」

に、当該支払済みの退職手当等に係る事項を記載し、当該退職手当等に係る

「退職所得の源泉徴収票」を添付する必要がある。 

「退職所得の受給に関する申告書」自体は一定の要件の下で、電磁的方法に

より提供することが認められており、また、「退職所得の源泉徴収票」自体も、

一定の要件の下で、書面交付に代えて電磁的方法による提供、いわゆる電子交

付が認められている。 

しかし、電子交付された「退職所得の源泉徴収票」を、当該申告書の添付書

類として電磁的方法により提出できることが明確に認められていないため、実

務上、受給者・支払者双方において紙による提出・保管が必要となり、企業年

金等の支払事務のペーパーレス化の阻害要因となっている。 

ついては、「退職所得の受給に関する申告書」と併せて、添付書類である

「退職所得の源泉徴収票」についても電磁的方法により提出することを認める

措置を講じられたい。 

④ 令和８年１月１日施行の省令改正（地方税法施行規則第２条の５の３）によ

り、「退職所得の特別徴収票」の市町村長宛て提出対象は、従来の「役員のみ」

から退職手当等の支払を受ける全ての居住者分へ拡大された。 

現在の法令（地方税法第 328 条の 14）では、退職所得の支払者は「退職所得

の特別徴収票」を退職後１か月以内に市町村長宛てに提出することとされてい

るため、月次で提出対応を行う必要があるが、提出対象者の拡大後は企業年金
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等の支払事務を受託する金融機関等において、対象者の抽出、住所地市町村の

確認、提出データの作成・確認、提出後の照会対応等に係る事務負担が大幅に

増加することが見込まれる。 

令和７年 12月 26日付総務省令第 116号において、eLTAX（地方税ポータルシ

ステム）による簡易な提出方法が整備されるまでの間、市町村長宛ての提出を

要しないこととなっているが、提出省略措置が終了し、市町村長宛て提出の実

務運用が開始される場合には、同じく市町村長宛てに年次で提出される「公的

年金等支払報告書」との均衡も踏まえ、「退職所得の特別徴収票」の提出につ

いても、月次対応ではなく年次での対応とする措置を講じられたい。 

⑤ 令和５年度税制改正により、令和９年１月１日以後、市町村長に「給与支払

報告書」または「公的年金等支払報告書」を提出した場合には、税務署長に

「給与所得の源泉徴収票」または「公的年金等の源泉徴収票」を提出したもの

とみなす措置が講じられている。 

退職所得についても、「退職所得の特別徴収票」の市町村長宛て提出対象が

拡大されており、今後、eLTAX（地方税ポータルシステム）による提出環境が

整備された場合には、市町村長宛ての「退職所得の特別徴収票」と、税務署長

宛ての「退職所得の源泉徴収票」について、提出情報および提出事務の重複が

生じることが見込まれる。しかし、「退職所得の特別徴収票」に関しては給与

所得および公的年金等と同様の措置は講じられていない。 

ついては、給与所得および公的年金等に係る源泉徴収票のみなし提出制度と

同様に、市町村長宛てに「退職所得の特別徴収票」を提出した場合には、税務

署長宛てに「退職所得の源泉徴収票」を提出したものとみなす措置を講じられ

たい。 

⑥ 非居住者が「租税条約に関する届出書」等を電磁的方法で情報を提供する際、

官公署から発行された書類を源泉徴収義務者に提示し、その内容が電磁的記録

に記載された情報と同一であることの確認が必要となっている。 

確定給付企業年金制度では、給付を請求する際、確定給付企業年金法第 30条



- 36 - 

 

等より、受給者から直接支払者（信託銀行等）ではなく、受給者から事業主や

基金へ各種手続書類（租税条約に関する届出書等を含む）をご提出いただく流

れとなっている。事業主や基金は受給者本人からの請求であることを確認の上

で裁定を行い、その結果を信託銀行等へ通知しており、その際に租税条約に関

する届出書等も提出している。 

本人から事業主等、事業主等から信託銀行等へ電磁的方法により提供するに

あたって、新たな書類収受による同一性確認を行うことが要件とされている。

具体的には、電子署名の使用、識別符号と暗証符号の使用、または届出書等提

出者確認書類の提示が含まれる。 

非居住者が「租税条約に関する届出書」等を電磁的方法で情報を提供する際

において、事業主や基金において非居住者の必要情報を確認することで、手続

きの簡素化と効率化を図るため信託銀行等の源泉徴収義務者における確認手続

きは省略可能とするよう緩和されたい。 
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３．金融制度全般に関する税制措置 

証券投資信託以外の投資信託のうち、私募の投資信託については、法人課税信

託とされており、信託の所得については、法人税が課税されることとされている。

ただし、投資法人等と同様、利益の 90％以上を配当すること等の要件を満たすこ

とにより、支払配当等の損金算入が認められている。 

平成 27年度税制改正において、投資法人については、会計上の利益と法人税法

上の利益とが異なるために支払配当等の損金算入要件を満たせない場合には、一

時差異等調整引当益を計上し、会計上の利益に加算して分配することにより、支

払配当等の損金算入が可能となる措置が講じられているが、証券投資信託以外の

私募の投資信託については、同様の措置が講じられていない。 

証券投資信託以外の私募の投資信託については、最近、オルタナティブ投資の

一手法として活用例が出てきており、今後、活用が見込まれることから、投資法

人における一時差異等調整引当額と同様の措置を講じられたい。また、証券投資

信託以外の私募の投資信託の導管性要件のひとつである「非同族会社要件」を撤

廃されたい。 

  

(1) 証券投資信託以外の投資信託のうち、私募の投資信託について、 

投資法人における一時差異等調整引当額と同様の措置を講じること。

また、導管性要件の１つである「非同族会社要件」を撤廃すること。 
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わが国企業の海外における事業展開を金融面からサポートするためにも、安定

的に外貨を調達できる環境を確保することが重要である一方、近年、国際金融規

制の強化を受け、保有する外国債券を用いて外貨資金調達を行うレポ取引は、外

国金融機関が取引を縮小する傾向にある。 

こうした状況を踏まえると、外国金融機関でない特定外国法人（海外ファンド

等）との取引の重要性は増してきており、また、特定外国法人から見れば、非課

税適用が時限なく継続できることは取引の維持・拡大の観点から必須といえる。 

このため、国内金融機関の短期資金調達の円滑化や、海外ファンド等の呼込み

を通じたわが国金融市場の国際化等の観点から、令和11年３月末が期限とされて

いる「特定外国法人が支払を受ける債券現先取引に係る利子の非課税措置（特定

外国法人に係るレポ特例）」を恒久化されたい。 

また、外国金融機関等や特定外国法人は、レポ特例の適用に当たって、非課税

適用申告書の提出が必要とされており、当該非課税適用申告書に記載した名称ま

たは本店所在地等の変更をした場合には、その該当することとなった日以後最初

に当該非課税適用申告書の提出をする際に経由した特定金融機関等から特定利子

の支払を受けるべき日の前日までに、異動申告書を提出することが求められてい

るところ、実務上、当該申告書の提出に制約がある場合があることから、異動申

告書の提出期限を撤廃するか、少なくとも緩和されたい。  

(2) 特定外国法人が特定金融機関等との間で行う債券現先取引に係る 

利子等の非課税措置について恒久化すること。また、外国金融機関等

が特定金融機関等との間で行う債券現先取引に係る利子等の非課税 

適用申告書に関する異動申告書の提出期限を緩和ないしは撤廃する 

こと。 
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平成26年に開始したNISA制度は、平成28年開始のジュニアNISAおよび平成30年

開始のつみたてNISAを経て、令和６年から新制度が開始された。新制度開始後も、

若年層を含めた幅広い世代や所得階層にわたってNISAの利用が広がっており、５

人に１人がNISA口座を保有する状況となっている（令和７年12月末時点の総口座

数は約2,820万口座、累積買付額は約71兆円）。令和８年度税制改正においても、

つみたて投資枠の対象年齢撤廃や、10年経過時（その後５年経過毎）に行う所在

確認の簡素化など、一層の充実に向けた措置が講じられており、今後も、あらゆ

る世代における長期・安定的な資産形成への関心の高まりを受け、利用者数は引

き続き拡大していくものと見込まれる。 

このような中、令和８年７月に政府が公表した「成長投資を促進するための金

融戦略」では、2040年（令和22年）度までに、家計金融資産に占める株式・投資

信託・債務証券の割合を40％とする（令和７年３月末：約23％）目標が掲げられ

ており、わが国経済の自律的・持続的な成長に向け、中長期的にリスクマネーの

循環を活性化していく観点からも、NISA制度のさらなる拡充・利便性向上を通じ

て、家計の安定的な資産形成を促進していくことが重要である。 

具体的には、個々人のライフプラン・年齢・資産背景等により異なる様々な運

用ニーズに応えつつ、上記政府方針を実現するため、金融機関の事務・システム

面および導入コスト等の負担にも配慮したうえで、対象商品を追加する措置を講

じられたい。 

例えば、毎月分配型ファンドや、デリバティブをリスク管理等の観点から活用

(3) NISA制度の利便性向上等のため、次の措置を講じること。 

① 全世代の国民の安定的な資産形成の促進に資するよう、対象商品を

追加するなど、NISA制度のさらなる拡充を図ること。 

② NISAに関する事務手続きを簡素化・合理化するなど、お客さま 

および金融機関の利便性向上および負担軽減に資する所要の措置を

講じること。 
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するファンドについても対象商品とすることが考えられる。 

具体的には、ヘッジ目的以外でデリバティブ取引を利用しているファンドは対

象外とされているものの、デリバティブはリスク管理やリスク・リターンの向上

を図るために幅広く活用されていることから、NISAへの組入れに当たっての要件

については、利用できないものを列挙する方式とするなど、長期的な資産形成に

資する商品が幅広く対象となるように見直しを行うなどの措置を講じられたい。 

また、NISAに関する事務手続きを簡素化・合理化するなど、お客さまおよび金

融機関のさらなる利便性向上および負担軽減に資する所要の措置を講じられたい。 

具体的には、口座開設時のお客さま・金融機関等のさらなる利便性向上および

負担軽減を図るため、次の措置を講じられたい。 

（a）預金口座開設済の顧客がNISA口座・特定口座を開設する際の本人確認書

類の提示・確認義務を、マイナンバー届出先に限り、免除・緩和すること。 

（b）NISA口座開設申請等のデータ作成において氏名および住所の記載を不要

とすること。 

（c）非課税口座開設届出書等の記載事項を削減すること。 

（d）金融機関変更時における受入側金融機関への廃止通知書等の提出を不要

とすること。 

さらに、NISAで金融商品を購入した際、金融機関等の事務誤り、システム障害

等のやむを得ない事由により金融商品の受渡が翌年に属した場合や、翌年に事故

が発覚し修正を要する場合など、お客さまに帰責しない事由により当年の受渡が

不能となったケースにおいては、過年度に遡及した戻入れを可能とされたい。 

加えて、「預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等

に関する法律（令和３年法律第39号）」の制度に基づき金融機関が取得した最新

の氏名等について、税法上の告知等の要件を満たすよう所要の措置を講じられた

い。 
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社会的課題を成長のエンジンに転換し、持続可能な経済社会の実現に貢献する

スタートアップを生み育てるエコシステム（いわゆる「スタートアップ・エコシ

ステム」）を創出することは、わが国におけるイノベーションを加速させ、産業

の新陳代謝を促していくうえで不可欠であり、スタートアップの果たす役割は重

要性を増している。 

令和４年11月に政府が策定した「スタートアップ育成５か年計画」（以下、「５

か年計画」という）の推進により、わが国のスタートアップ数は約２万５千社と

なり、計画策定前（令和３年）の約１万６千社から約1.5倍に増加したほか、ユ

ニコーン予備軍も約３倍となるなどスタートアップ・エコシステムは着実に発展

している一方、スタートアップへの投資額やユニコーン数については、「５か年

計画」の目標にはまだ遠く、スケールアップのための資金供給の強化は引き続き

大きな課題となっている。 

令和８年７月に政府が公表した「日本成長戦略」においても、５か年計画を抜

本強化するため、同年５月に取りまとめられた「スタートアップ総力創出パッケ

ージ」を着実に実行するとの方向性が示されたうえで、「５か年計画」で掲げた

(4) スタートアップによる資金調達等の円滑化のため、次の措置を 

講じること。 

① オープンイノベーション促進税制のさらなる拡充等を行うこと。 

a.投資先である純粋持株会社について、その完全子会社が「特別 

新事業開拓事業者」に該当する場合には、「特定株式」の範囲

に、当該純粋持株会社の株式を含めること。 

b.M&A型における特別勘定の取崩し時の取扱いについて、一定の要件

を満たした場合には益金算入を不要とすること。 

c.継続保有要件を緩和すること。 

② 上場ベンチャー投資法人の導管性要件である「支払配当要件」を 

緩和すること。 
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ユニコーン数の目標（100社）とスタートアップ数の目標（10万社）、スタートア

ップへの投資額の目標（令和９年度に10兆円規模）の実現を目指すこととされて

いる。 

スタートアップへの資金供給を円滑化するためには、国内外の機関投資家の資

金がベンチャーキャピタル（以下、「VC」という）を通じてわが国のスタートア

ップに供給される流れを拡大することが重要であるが、足下、VCの資金調達額は

国際的にも伸び悩んでおり、上記目標を達成するうえで、スタートアップへの資

金供給体制や、創業したスタートアップの成長を後押しするための制度整備を抜

本的に強化することが不可欠である。 

このような中、経済産業省は令和８年５月に「スタートアップM&Aガイダンス」

を策定・公表し、スタートアップのM&A活性化に向けた取組みを推進していくこ

とや、東京証券取引所は、スタートアップ企業等が上場する「グロース市場」の

上場維持基準を厳格化する方針（10年経過後に時価総額40億円以上→５年経過後

に時価総額100億円以上）を明らかにしており、こうした施策と併せ、M&Aを含む

出口戦略の多様化に資する取組みも重要となる。 

スタートアップへの投資に関しては、令和２年度税制改正において、国内事業

会社やその国内コーポレートベンチャーキャピタルがスタートアップの新規発行

株式を取得した場合に、一定の要件の下で、その取得価額の25％を所得控除でき

る「オープンイノベーション促進税制」が創設された。 

その後、令和５年度税制改正では、既存企業によるスタートアップへのM&Aを

後押しする観点から、発行済株式を取得し、その取得により議決権の過半数を有

することとなる場合を対象とするM&A型（いわゆる「マジョリティ型」）も創設さ

れた。さらに、令和８年度税制改正では、株式取得日から３年以内に議決権の過

半数を有することが見込まれる場合に、議決権割合50％以下かつ一定額以上の発

行済株式を取得するM&A型（いわゆる「マイノリティ型」）についても、取得価額

の20％を所得控除できることとされるなど、制度の拡充が行われてきた。 

オープンイノベーション促進税制は、国内事業会社等によるスタートアップへ
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の投資を通じて、新事業の開拓や生産性の向上につながるオープンイノベーショ

ンを促進することを目的としたものである。今後も、スタートアップ・エコシス

テムの発展に向けて、スタートアップが有する革新的な技術やビジネスモデルの

事業化・成長を後押しすることが重要である。 

現行のオープンイノベーション促進税制では、対象となるスタートアップにつ

いて、産業競争力強化法に規定する新事業開拓事業者のうち、特定事業活動に資

する事業を行う「特別新事業開拓事業者」に該当することが求められている。こ

のため、直接の出資先が純粋持株会社であり、当該持株会社自らが特定事業活動

に資する事業を行っていない場合には、その完全子会社である事業会社が当該事

業を行っていたとしても、当該持株会社が「特別新事業開拓事業者」に該当せず、

その株式も本税制の対象となる「特定株式」に該当しない可能性がある。 

しかし、スタートアップにおいては、純粋持株会社を親会社とし、その子会社

が実際の事業活動を担うグループ形態を採用することも少なくない。このような

場合において、出資の効果が実際に事業を行う子会社に及び、当該子会社におい

て特定事業活動に資する事業が行われるなど、グループ全体として本税制の趣旨

に沿った投資であると認められるときは、これを制度の対象とすることが適当で

ある。 

したがって、「特定株式」の範囲に、「特別新事業開拓事業者」との間に完全支

配関係がある親法人の株式についても、一定の要件を満たすものを含める措置を

講じられたい。 

また、現行制度では、対象株式の取得時に取得価額の一定割合について特別勘

定を設けることにより所得控除が認められる一方、対象株式について配当を受け

るなど一定の事由に該当した場合には当該特別勘定を取り崩し、益金算入する必

要がある。 

この点、M&A型については、一定の成長要件等を満たした場合であっても、将

来、配当や対象株式の譲渡等が行われた際には特別勘定を取り崩す必要があり、

税制上の効果は基本的に一時的な税負担の繰延べにとどまる。ついては、新規出
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資型と同様に、一定期間の継続保有その他の要件を満たした場合には、その後の

特別勘定の取崩しによる益金算入を不要とし、制度適用時に見込まれる税制上の

効果について十分な予見可能性を確保できる制度とされたい。これにより、買収

価額の検討時にも税制上効果を織り込みやすく、スタートアップM&Aの促進につ

ながるものと考えられる。 

加えて本税制では、新規出資型では３年以上、M&A型では５年以上の継続保有

が見込まれることが要件とされている。一方で、完全支配関係にあるグループ法

人間で行われる株式の譲渡、適格現物分配その他の適格組織再編等による株式の

移転については、グループ外への投資回収または売却とは異なり、経済的実態と

しては投資の継続性が維持されている場合がある。 

したがって、完全支配関係にあるグループ法人間における株式の移転について、

移転後も取得株式の保有およびオープンイノベーションに向けた取組みが継続さ

れるなど、投資の継続性が実質的に維持されている場合には、例えば、移転先法

人への特別勘定の承継を認めるなど要件を緩和されたい。 

このほか、上場ベンチャーファンドは、少額の資金で投資可能かつ換金の場が

確保されることから、個人投資家にもスタートアップへの投資を容易とするもの

であるが、現在、本邦で上場しているベンチャーファンドはゼロである。この要

因の１つとして「支払配当要件」（配当可能利益の90％超を投資家に配当等する

こと）が考えられる。 

スタートアップへの投資の特性上、IPO（新規株式公開）まで達する案件は一

部であり、相応の割合の投資先で損失が発生し得る。このため、ベンチャーファ

ンドが成長し継続的に上場するためには、IPOを果たした投資先から得たキャピ

タルゲインを次の案件に再投資する必要があるが、支払配当要件により、利益の

大半が配当として流出し、十分な再投資ができない構造となっている。 

ついては、上場ベンチャーファンド市場を活性化し、個人を含む幅広い投資家

に対して投資機会を提供するためにも、支払配当要件を撤廃するか、少なくとも

その水準を引き下げる措置を講じられたい。  
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家計による資産形成やお客さまの利便性向上を促進する観点から、上場株式等

との損益通算が可能であり、確定申告手続き等の税務処理が不要な「特定口座

（源泉徴収あり）」を利用できる投資商品を拡充することが望ましい。 

例えば、簿価や含み損益に関する管理等が煩雑な外貨預金のほか、証券会社が

運営する私設取引システム（PTS）で取扱いのある非上場株式、株主コミュニテ

ィ制度（証券会社が非上場株式の銘柄ごとにコミュニティを組成し、コミュニテ

ィ参加者間で取引を行う制度）の対象銘柄、特定投資家私募制度を活用した投資

信託等について、特定口座での取扱いを認めることとされたい。 

特に、個人の資産形成手段として定着している外貨預金の為替差益は雑所得に

分類され、最高45％の累進課税方式が適用されている（住民税とあわせて最高

55％）。他の金融商品と比較して不利な取扱いとならないよう、制度の適切かつ

柔軟な見直しを行う措置を講じられたい。 

さらに、外貨預金を原資とする同一通貨建ての外貨建て運用商品（投資信託、

債券等）への投資については、投資家の税務申告に係る負担を軽減し、投資促進

を図る観点から、為替差損益の認識を不要とされたい。 

  

(5) 家計の資産形成を支援するため、次の措置を講じること。 

① 外貨預金のほか、一定の要件を満たしている非上場株式、私募投資

信託について、上場株式等と同様に、特定口座での取扱いを認める

こと。 

② 外貨預金を原資として、同一通貨建ての外貨建て運用商品に投資 

した場合について、為替差損益の認識を不要とすること。 
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わが国においては、個人金融資産の有効な活用が経済活性化のための鍵となっ

ており、それに資する金融・資本市場の構築が喫緊の課題である。そのためには、

個人投資家が自らのリスク選好に応じて自由に金融商品を選択できるようにする

必要があり、これを後押しするうえでも金融資産に対する課税は、簡素で分かり

やすく、金融商品の選択に当たって中立的であることが求められる。 

こうした観点から、政府税制調査会は、平成16年に金融商品に対する課税方式

の均衡化と損益通算範囲の拡大を進める「金融所得課税の一体化」の方向性を打

ち出し、この流れに沿って、平成20年度税制改正において、上場株式等の譲渡損

失と配当等の損益通算が平成21年以降可能とされた。さらに平成25年度税制改正

により、平成28年以降、公社債等に対する課税方式が上場株式等と同様、申告分

離課税に変更されたうえで、損益通算できる範囲が公社債等にまで拡大された。 

与党の「令和８年度税制改正大綱」において、「デリバティブ取引に係る金融

所得課税のさらなる一体化については、意図的な租税回避行為を防止するための

方策等に関するこれまでの検討の成果を踏まえ、総合的に検討する。」とされて

いることも踏まえ、今後も、金融資産に対する課税の簡素化・中立化の観点から、

一体化を一層推進されたい。具体的には、金融商品間の課税方式の均衡化を図る

とともに、預金（円預金、外貨預金）やFX取引に係る所得と、上場株式等の譲渡

所得・配当所得等との損益通算を幅広く認めることとされたい。 

また、金融所得課税の一体化に係る具体的な納税の仕組みについては、これま

(6) 金融商品に係る損益通算範囲の拡大のため、次の措置を講じる 

こと。 

① 金融所得課税の一体化をより一層推進すること。具体的には、金融

資産に対する課税の簡素化・中立化の観点から、課税方式の均衡化

を図るとともに、預金等を含め損益通算を幅広く認めること。 

② 納税の仕組み等については、納税者の利便性に配慮しつつ、金融 

機関が納税実務面でも対応可能な実効性の高い制度とすること。 
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での実施状況を踏まえ、納税者の利便性に配慮しつつ、導入の際は、金融機関の

システム開発等に必要な準備期間を設ける等、金融機関が納税実務面でも対応可

能な実効性の高い制度とされたい。 
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2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、再生可能エネルギー発電設備

をはじめとする多様なインフラ資産への継続的な投資が不可欠である。特に、エ

ネルギー安定供給の確保を図るうえでは、個人を含む幅広い投資家の資金を活用

することが不可欠であり、再エネ発電設備などの多様なインフラ資産へ資金を循

環させる上場インフラファンド市場の役割は極めて重要である。 

しかしながら、上場インフラファンド計５銘柄の時価総額は下落基調にある

（令和７年７月末963億円→令和８年６月末817億円）。これは、後述する導管性

要件による将来的な制度の不透明感等が背景にあると考えられ、今後、制度の見

直しを行い、トレンドを反転させる必要がある。 

現行、上場インフラファンドに係る導管性要件の１つとして「保有資産要件」

が課せられており、原則、主たる投資対象として定められる特定資産の額（再エ

ネ発電設備は含まない）が資産総額の50％超であることが求められている。 

ただし、特例として、①賃貸要件（再エネ発電設備の運用方法が賃貸のみであ

ること）、②20年要件（再エネ発電設備を最初に賃貸の用に供した日から20年以

内であること）等の要件を満たす場合には、再エネ発電設備を特定資産の範囲に

含めることが認められている。 

まず、「①」の要件は、上場インフラファンドが売電等の事業に関与せず、資

産運用に特化させることを意図しているものと考えられるが、上場インフラファ

(7) インフラ資産への民間資金導入に向けて、再生可能エネルギー発電

設備（再エネ発電設備）を運用対象とする投資法人の導管性要件に 

ついて、次の措置を講じること。 

① 匿名組合出資を通じて再エネ発電設備に投資する場合について、 

運用方法を賃貸のみとする要件を撤廃すること。 

② 再エネ発電設備の最初の貸付日から20年間とされている期間に 

ついて、恒久化または延長すること。 

③ 「保有資産要件」を満たす特定資産の範囲を拡大すること。 
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ンド以外の事業者が再エネ発電設備を取得する場合、運用方法を賃貸に限定する

必要はなく、「発電設備の保有者」と「発電を行う事業者」が別となることは想

定されていないことから、本要件を満たすスキームは基本的に構築されていない。 

そのため、上場インフラファンドが匿名組合出資を通じて再エネ発電設備を取

得する場合には、私募案件等では発生しない、運用スキームを変更するための追

加コストが発生することとなり、延いては投資家にとっても逸失利益が生じてい

る。特に、大規模な発電設備等で複数の事業者がコンソーシアムを組んでいるケ

ースにおいて、上場インフラファンドが再エネ発電設備を保有資産に組み入れる

場合は複数の事業者による匿名組合出資の一部を取得することが多く、賃貸借方

式への契約変更にあたり他の事業者の合意形成も必要となるため、制約となって

いる。 

ついては、匿名組合出資の場合、上場インフラファンドは出資先の事業を執行

することができないことも踏まえ、当該ケースについては、運用方法を賃貸のみ

とする要件を撤廃されたい。 

続いて、「②」の要件に関して、近年の太陽光パネルメーカーの性能保証期間

の長期化に伴い、事業期間がFIT期間（20年間）を超えて30年以上となるケース

もある。制度創設時点からの環境変化も踏まえ、追加取得した再エネ発電設備の

運用終了前に導管性要件を満たせなくなる事態を回避するため、期間を恒久化す

ること、または適用期間を延長するとともに、発電設備ごとに期間を計算する方

式とすること、もしくは計算起点を「最後に貸付の用に供した日」に見直すこと

など、要件を緩和されたい。 

最後に、「③」に関して、諸外国では、再エネ発電設備のみならず、空港や道

路、水道といった幅広いインフラ資産が投資対象とされている一方で、わが国で

は、投信法上は直接保有可能なインフラ資産が再エネ発電設備および公共施設等

運営権に限られており、租税特別措置法上の導管性要件を満たすものは、さらに

再エネ発電設備に限定されていることから、上場インフラファンドは実質的に再

エネ発電設備のみが投資対象とされている。 
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平成27年４月の上場インフラファンド市場の創設以降、再エネ発電以外の分野

でも新たな事業領域やビジネスモデルが生まれてきており、GX・DXなど社会構造

の変化に応じ、上場インフラファンドが資金供給者として参画することは、イン

フラ整備の資金ニーズに応えるだけでなく、運用資産の多様化を通じた分散効果

が期待でき、資産運用立国の観点からも望ましいと考えられる。 

したがって、「保有資産要件」を充足する特定資産として、例えば、私募ファ

ンド等で組入れが進みつつある系統用蓄電池等も含まれるよう、範囲を拡大され

たい。 

  



- 51 - 

 

相続財産となった上場株式等は、原則として相続時点の時価で評価される。 

一方で、上場株式等は価格変動リスクの高い金融商品であるが、相続税評価上、

相続時から納付期限までの期間の価格変動リスクが考慮されていない。このため、

上場株式等は価格変動リスクの低い預金や債券などの他の資産と比べて不利にな

っており、投資家の株式離れが助長されているとの指摘がある。 

以上のことを踏まえ、相続税の負担感の差により、投資家の資産選択を歪める

ことがないよう、上場株式等の相続税評価について見直しを行うこと等、所要の

税制上の措置を講じられたい。

(8) 上場株式等の相続税評価方法の見直しを行うこと等、所要の税制上

の措置を講じること。 
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４．不動産に関する税制措置 

令和９年３月末までに、個人が、建築後使用されたことのない住宅用家屋また

は建築後使用されたことのある住宅用家屋のうち一定のものを取得し、その者の

居住の用に供した場合には、これらの住宅用家屋の所有権の保存登記等で、その

取得後１年以内に登記を受けるものについては、登録免許税の税率が軽減されて

いる。 

本特例措置を延長することにより、住宅市場の回復をより広範かつ確実なもの

とし、さらなる住宅取得の促進を後押しすることが期待できる。また、住宅取得

を促進することで住宅市場が回復し、延いては内需拡大につながることも期待で

きる。 

国民の持ち家取得を促進することにより、豊かな国民生活の実現に資するとと

もに、わが国の景気回復の足どりを確実なものにするため、本特例措置の適用期

限（令和９年３月末）を延長されたい。  

(1) 住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る登録免許税の軽減税率の 

適用期限（令和９年３月末）を延長すること。 
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不動産の譲渡に関する契約書および建設工事の請負に関する契約書について、

印紙税の税率を軽減する特例措置が講じられている。 

本特例措置は、住宅取得段階でのコスト負担軽減に大きく貢献するものであ

る。また、建設工事の請負に関する契約書に係る印紙税率の軽減措置は、契約締

結を促進する１つの材料になっている。 

住宅やオフィスビル等の建設投資の促進や不動産取引の活性化を図るために

も、本特例措置の延長は不可欠である。 

不動産取引においては、印紙税以外にも登録免許税や不動産取得税が課されて

いる。不動産流通のこれ以上のコスト負担増を回避し、経済活動を活性化させる

ため、本特例措置の適用期限（令和９年３月末）を延長されたい。  

(2) 不動産の譲渡に関する契約書等についての印紙税の特例措置の適用

期限（令和９年３月末）を延長すること。 
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投資信託、投資法人および特定目的会社が、令和９年３月末までに、特定資産

のうち一定の要件を満たす不動産の所有権の取得をした場合、その不動産の取得

後１年以内に登記を受けるものに限り、所有権移転登記の登録免許税の税率を軽

減（1,000 分の 13）する特例措置が講じられている。 

特例措置が廃止された場合、税負担増に伴う運用利回りの悪化により、投資家

の不動産投資に対するインセンティブを大きく減退させることになる。当該措置

の廃止が不動産市場全体に与える打撃は大きく、不動産マーケットの牽引者であ

る当該投資ビークルの投資ボリュームの縮小は、不動産取引の活性化を阻害する

要因となる。当該投資ビークルを活用した不動産証券化商品は、貯蓄に流れやす

いわが国の個人資産の有力な投資・運用先となっており、一層のマーケット拡大

が期待されている。 

また、地域再生・都市再生を図る上で、投資ビークルが果たす役割は大きく、

不動産取得コストを引き続き抑えることが有意義である。投資信託や資産流動化

法上のSPC等による物件取得を促進し、不動産取引の活性化と土地の有効活用を

図り、民間の資金・活力を引き出すことによって、日本の不動産投資市場の国際

競争力の強化が期待できる。 

不動産証券化商品に係る投資家の裾野を一層拡大し、投資ビークルへの民間資

金流入を図り、不動産投資市場の国際競争力を強化するために、本特例措置の適

用期限（令和９年３月末）を延長されたい。  

(3) 投資信託、投資法人および特定目的会社が不動産を取得した場合の

所有権移転登記の登録免許税の軽減税率の適用期限（令和９年３月

末）を延長すること。 
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投資信託、投資法人および特定目的会社が、令和９年３月末までに、特定資産

のうち一定の要件を満たす不動産を取得した場合、不動産取得税の課税標準の算

定について、不動産の価格の５分の３に相当する額を価格から控除する特例措置

が講じられている。 

特例措置が廃止された場合、税負担増に伴う運用利回りの悪化により、投資家

の不動産投資に対するインセンティブを大きく減退させることになる。当該措置

の廃止が不動産市場全体に与える打撃は大きく、不動産マーケットの牽引者であ

る当該投資ビークルの投資ボリュームの縮小は、不動産取引の活性化を阻害する

要因となる。当該投資ビークルを活用した不動産証券化商品は、貯蓄に流れやす

いわが国の個人資産の有力な投資・運用先となっており、一層のマーケット拡大

が期待されている。 

また、地域再生・都市再生を図る上で、投資ビークルが果たす役割は大きく、

不動産取得コストを引き続き抑えることが有意義である。投資信託や資産流動化

法上のSPC等による物件取得を促進し、不動産取引の活性化と土地の有効活用を

図り、民間の資金・活力を引き出すことによって、日本の不動産投資市場の国際

競争力の強化が期待できる。 

不動産証券化商品に係る投資家の裾野を一層拡大し、投資ビークルへの民間資

金流入を図り、不動産投資市場の国際競争力を強化するために、本特例措置の適

用期限（令和９年３月末）を延長されたい。 

(4) 投資信託、投資法人および特定目的会社が不動産を取得する場合の 

不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限（令和９年３月末）を

延長すること。 
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   令和９年度税制改正要望項目一覧 
 

 
 

１．事業承継における信託の活用等 

株式の信託を利用した事業承継について、非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の適用対象とする 

  こと。 

２．スタートアップ企業の支援に資する株式報酬制度（税制適格ESOP（仮称））の創設 

株式報酬制度の選択肢拡充の観点から、信託を活用した株式給付制度に係る所要の税制上の措置を講じること。 

３．企業年金等の積立金に係る特別法人税の撤廃 

企業年金および確定拠出年金の積立金に係る特別法人税を撤廃すること。また、特別法人税の撤廃に至るまで、 

  課税停止措置期限（令和11年３月末）を延長すること。 

４．企業年金等の拠出段階における税制優遇措置の拡充 

確定拠出年金における拠出限度額について、環境変化を踏まえその考え方を整理し、引き上げを行うこと。加えて、 

確定拠出年金制度の非課税枠について、自助努力で資産を形成するため、生涯にわたって有効に活用できるような 

措置を講じること。なお、拠出限度額の検討にあたっては、拠出時・運用時・給付時の課税のあり方の見直しの 

  中で、企業年金制度間、および企業年金と個人年金の相違点や現状担う役割・位置付け等が多様であることも十分 

  踏まえ、一律に捉えることなく、また、既存制度との連続性および利用者等の利便性も考慮の上、有識者や制度 

  実施者、加入者等を含めた関係者とともに私的年金の普及に資する議論を引き続き丁寧に行うこと。 

５．結婚・子育て支援信託に係る贈与税の非課税制度の恒久化および拡充 

結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度について恒久化すること。少なくとも適用期限 

（令和９年３月末）を延長すること。また、本制度のさらなる活用に資する所要の税制上の措置を講じること。 

 

 

 

１．信託に関する税制措置 

（１） 資金決済法に定める特定信託受益権について、所要の税制上の措置を講じること。 

（２） 受益証券発行信託について、所要の税制上の措置を講じること。 

（３） e-Taxの利用を促進する観点から、GビズIDの権限設定について所要の措置を講じること。 

（４） 非財務指標を算定基礎とする役員報酬について損金算入が可能となるよう、所要の税制上の措置を講じること。 

（５） 配偶者に対する相続税額の軽減特例等の適用に必要となる遺産分割協議書への署名、実印の押印および印鑑 

証明書添付について、公的個人認証サービスを用いた電子契約による代替を可能とすること。 

（６） 固定資産税の納税通知書および課税明細書について、自治体等からの「電磁的方法」のみによる提供を可能と

すること。また、「電磁的方法」による提供が早期に可能となるよう、所要の措置を講じるとともに、納税者

から要請があった場合の「電磁的方法」による提供を義務化すること。 

（７） 信託受益権が質的に分割された受益者等課税信託の課税関係を明確化する観点から、所要の税制上の措置を 

講じること。 

（８） 受益者連続型信託の課税の特例の適用対象を見直すこと。 

（９） 受益者単独の信託については、いわゆる損失算入制限措置を適用しないこと。 

（１０） 勤労者財産形成促進制度に関する税制について、所要の措置を講じること。 

 

２．企業年金信託等に関する税制措置 

（１） 個人型確定拠出年金の普及に資する観点から、所要の税制措置を講じること。 

（２） 高齢期の所得の確保に資する制度の構築のため、所要の税制措置を講じること。 

Ⅰ．主要要望項目 

Ⅱ．一般要望項目 
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（３） 企業年金信託の利便性向上等の観点から、所要の税制措置を講じること。 

 

３．金融制度全般に関する税制措置 

（１） 証券投資信託以外の投資信託のうち、私募の投資信託について、投資法人における一時差異等調整引当額と 

同様の措置を講じること。また、導管性要件の１つである「非同族会社要件」を撤廃すること。 

（２） 特定外国法人が特定金融機関等との間で行う債券現先取引に係る利子等の非課税措置について恒久化すること。

また、外国金融機関等が特定金融機関等との間で行う債券現先取引に係る利子等の非課税適用申告書に関する

異動申告書の提出期限を緩和ないしは撤廃すること。 

（３） NISAの利便性向上等のため、所要の措置を講じること。 

（４） スタートアップによる資金調達等の円滑化のため、所要の措置を講じること。 

（５） 家計の資産形成を支援するため、所要の措置を講じること。 

（６） 金融商品に係る損益通算範囲の拡大のため、所要の措置を講じること。 

（７） インフラ資産への民間資金導入に向けて、再生可能エネルギー発電設備（再エネ発電設備）を運用対象とする

投資法人の導管性要件について、所要の措置を講じること。 

（８） 上場株式等の相続税評価方法の見直しを行うこと等、所要の税制上の措置を講じること。 

 

４.不動産に関する税制措置 

（１） 住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る登録免許税の軽減税率の適用期限（令和９年３月末）を延長すること。 

（２） 不動産の譲渡に関する契約書等についての印紙税の特例措置の適用期限（令和９年３月末）を延長すること。 

（３） 投資信託、投資法人および特定目的会社が不動産を取得した場合の所有権移転登記の登録免許税の軽減税率の

適用期限（令和９年３月末）を延長すること。 

（４） 投資信託、投資法人および特定目的会社が不動産を取得する場合の不動産取得税の課税標準の特例措置の適用

期限（令和９年３月末）を延長すること。 


